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４ 目標達成に向けた取組 

（１） 事業系ごみの発生抑制 

区では、 こ れまで大規模建築物への立入検査や再利用計画書の提出指導、 事業系ごみ

分別リ ーフ レ ッ ト の配布、 一般廃棄物収集運搬業者への指導などを 通じ て、 事業系ごみ

の適正排出と 資源化を 促進し てき まし た。  

一方で、 港区は業務・ 商業機能が集積する地域であり 、 区内で排出さ れるごみの半数

以上を事業系ごみが占めています。 近年は、 事業活動の活性化やイ ンバウン ド の回復等

に伴い、 持込ごみ量が増加する傾向にあるこ と から 、 事業系ごみの更なる発生抑制と 資

源化の推進が必要です。  

今後は、 排出事業者による自己処理責任の徹底を 基本に、 紙類、 プラ スチッ ク 類、 食

品廃棄物などの分別・ 資源化を 一層推進し ます。 大規模事業者に対し ては、 再利用計画

書を 活用し た進行管理やデータ 活用を 検討し 、 実効性のある 取組につなげます。 また、

飲食店、 宿泊施設、 小規模事業者に対し ては、 食品ロス削減や資源循環に関する情報提

供、 好事例の共有、 表彰制度の活用などにより 、 自主的な取組を 促進し ます。  

さ ら に、 繁華街における不適正排出については、 関係機関等と 連携し ながら 、 排出ル

ールの周知や指導を 進めます。 こ れら の取組により 、 事業者の社会的責任に基づく 廃棄

物の発生抑制と 資源循環を 推進し ます。  

 

【今後の具体的な取組】 

① 事業用大規模建築物のごみ減量や資源の再利用の促進 継続 

事業用大規模建築物の新築、 増築、 用途変更等の機会を捉え、 ごみの減量や資源の再

利用に配慮し た取組について、 事業者と の協議や情報提供を 行います。 また、 古紙や食

品廃棄物等の資源循環の取組事例や再生利用指定制度の周知を通じ て、 事業者によ る資

源化の取組を 促進し ます。  

 

② 各種手続のオンライン化等の推進 新規 

「 事業用大規模建築物における再利用計画書」 等の各種手続のオン ラ イ ン化を 進め、

事業者の利便性の向上及び円滑な手続の実現を図ると と も に、 ごみの減量や資源の再利

用に関する情報発信の充実を図り ます。  

 

③ 事業者によるごみ減量・資源化及び適正処理の推進  

継続 

事業用大規模建築物の所有者及び占有者（ テナント ） による

ごみの減量及び資源の再利用を 推進するため、事業用大規模建

築物への立入検査等において、ごみ減量アド バイ ザーの専門的

知見を活用し 、 保管場所の改善、 実量測定の導入、 再利用率の

向上、テナント と の連携強化など、建築物の課題に応じ た助言・ 支援を 行います。また、

優良事例の共有等により 、 自主的なごみ減量・ 資源化の取組を促進し ます。  
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④ 一般廃棄物収集運搬業者との連携による適正排出の促進 継続 

清掃工場で確認さ れた不適正搬入の内容を 把握すると と も に、 不適正排出があっ た事

業所へ立ち入り 、 排出状況を 確認し ます。 適正排出には、 一般廃棄物収集運搬業者だけ

でなく 排出事業者の意識向上が必要です。今後は収集運搬業者へのアンケート 等により 、

日常の収集で把握し ている排出実態や課題を 収集し 、 効果的な減量・ 適正排出施策の検

討に活用し ます。  

 

⑤ 民間収集への移行促進 継続 

事業系ごみの処理は、 排出事業者の自己処理が原則です。 事業者のごみの自己処理責

任を 徹底するため関係部署と 連携し 、 区収集を利用し ている 少量排出事業者に対し 、 収

集の頻度や時間帯などを 排出事業者側が個々の状況に合わせて選択でき るなどの民間収

集（ 一般廃棄物収集運搬業者に委託） のメ リ ッ ト を示し ながら 移行を促し ます。   

 

【取組の効果】 

持込ごみ量の増加を抑制すると と も に、 紙類及び厨芥類の再利用率の向上を 図り 、 グ

ラ フ に示す目標値の達成を めざし ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約 12,000ｔ削減に寄与 

（ｔ/年） 
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（２） プラスチックの使用抑制と資源循環 

区は、 平成 20（ 2008） 年 10 月から 全国に先駆けて容器包装以外のプラ スチッ ク（ 製品

プラ スチッ ク ） を 資源と し て一体的に回収し 、 すべて国内の処理施設で身近なプラ スチ

ッ ク 製品やド ラ イ アイ スなどに再製品化する 、 リ サイ ク ルによる資源循環を 行っ ていま

す。 また、 海洋プラ スチッ ク ごみ問題に関する啓発や、 令和２ 年（ 2020） 年７ 月のレ ジ

袋有料化を契機と し たマイ バッ グ推進の啓発のほか、「 港区役所『 使い捨てプラ スチッ ク 』

削減方針」 に基づき 、 令和２ （ 2020） 年度から 区の事務事業及び施設管理において使い

捨てプラ スチッ ク の削減に率先し て取り 組んでいます。  

一方で、 資源と し て回収さ れるべき プラ スチッ ク の一部が可燃ごみと し て排出さ れて

いる状況も みら れるこ と から 、分別の徹底と 使用抑制を一体的に進める必要があり ます。

引き 続き 、 マイ バッ グやマイ ボト ルなどのワンウェ イ プラ スチッ ク の代替と なる製品の

利用、 リ ユース容器や詰め替え商品の利用促進などにより 、 使い捨てに依存し ない生活

様式の定着を 図ると と も に、「 プラ スチッ ク は資源」 と いう 意識のより 一層の定着を図り

ます。  

また、 飲食店、 小売店舗、 宿泊施設、 イ ベント 主催者等と 連携し 、 製品やサービスの

提供段階から プラ スチッ ク 使用量を 削減する よう 働き かける と と も に、 情報提供、 普及

啓発、 優良事例の共有などを 通じ て、 区民・ 事業者の主体的な行動を 支援し 、 プラ スチ

ッ ク の使用抑制と 資源循環を推進し ます。  

 

【今後の具体的な取組】 

① 海洋プラスチック問題の普及･啓発 継続 

海洋プラ スチッ ク 問題の普及・ 啓発に向け、 パネル展やイ ベント 、 清掃車へのラ ッ ピ

ング、 集積所へのプラ スチッ ク 分別周知看板設置などを 引き 続き 推進し 、 海洋プラ スチ

ッ ク 問題に対する意識啓発を 行う と と も に、 ３ Ｒ 推進行動会議を 活用し て産業団体、 消

費者団体、 清掃協力会などと 連携し て区民等への意識啓発を 行います。  
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② レジ袋の削減とマイバッグの利用促進 継続 

区ホームページや資源と ごみの分別ガイ ド ブッ ク 等を 活用し 、 マイ バッ グの利用を推

奨し ています。 今後も 多様な広報媒体を 通じ て、 レ ジ袋の削減と マイ バッ グの利用を 継

続的に啓発し ます。  

 

③ ペットボトルの削減とマイボトルの利用促進  継続 

区ホームページや各種パンフ レ ッ ト でマイ ボト ルの利

用を 推奨し ています。 区役所本庁舎を はじ め区有施設に

設置し た冷水器やマイ ボト ル対応型給水機、 民間企業と

連携し た給水スポッ ト の提供など、 今後も 給水環境の活

用を 周知し 、 マイ ボト ルの利用と ペッ ト ボト ルの削減を

促進し ます。  

 

④ リユース食器等の利用促進 継続 

リ ユース食器の貸出し を行い、 子ども 食堂や町会・ 自

治会のイ ベント 、みなと 区民まつり 等での利用を 通じ て、

使い捨てプラ スチッ ク ごみの削減を図り ます。  

 

⑤ 使い捨てプラスチック削減に向けた区の率先した取組 継続 

「 港区役所『 使い捨てプラ スチッ ク 』 削減方針」 に基づき 、 啓発品の包装や施設内自

動販売機のペッ ト ボト ル商品の見直し など、 全庁的な削減に取り 組んでいます。 各所管

課から の相談には、 代替品の提案やプラ スチッ ク 使用を 前提と し ない啓発品への見直し

を 依頼し ています。 今後も 庁内への助言を継続し 、 区の事務事業や施設から 排出さ れる

使い捨てプラ スチッ ク を削減し ます。  

 

⑥ 拡大生産者責任の強化 継続 

「 全国都市清掃会議」 など様々な機会を捉えて、 国や業界団体に対し 、 商品の製造販

売やサービス提供の段階におけるプラ スチッ ク の使用抑制、 使い捨てを 前提と し た製品

の生産や過剰包装の見直し 、 環境負荷の少ない素材への切り 替え、 容器回収を 促進する

デポジッ ト 制度の導入や、 事業者によ る発生抑制等のイ ンセンティ ブを より 働かせる観

点から 、 分別収集・ 選別保管を 含めたすべてのリ サイ ク ルコ スト の事業者負担など、 拡

大生産者責任の強化を 求めていき ます。  

また、 プラ スチッ ク リ サイ ク ルについて新たな取組を 開始する事業者等と 連携し 、 循

環経済（ サーキュ ラ ーエコ ノ ミ ー） を 推進するためのリ サイ ク ル手法を 検討し ます。  
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  【取組の効果】 

区民・ 事業者・ 区が連携し てプラ スチッ ク の排出抑制、 資源循環を 進めます。 こ れによ

り 、 プラ スチッ ク 排出量を削減し 、 グラ フ に示す目標値の達成をめざし ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 食品ロスの削減（港区食品ロス削減推進計画） 

区では、食べき り 協力店制度、フ ード ド ラ イ ブ、家庭用生ごみ処理機等の購入費助成、

段ボールコ ンポスト 講座など、 食品ロス削減に向けた多様な取組を 進めてき まし た。 ま

た、 コ ン ビニエンススト アやスーパーマーケッ ト と 連携し 、 フ ード ド ラ イ ブの受付拠点

を 拡充するなど、 未利用食品の有効活用にも 取り 組んでいます。  

一方で、 家庭ごみの中には依然と し て未利用食品が含まれており 、 飲食店や宿泊施設

等においても 食品ロス削減に取り 組んでいない事業者がみら れます。 引き 続き 、 家庭に

おける「 買い過ぎない」「 使い切る」「 食べ切る」 と いっ た行動の定着を 図る ため、 食品

ロスの現状や削減効果を分かり やすく 発信し ます。  

また、 飲食店等の事業者に対し ては、 小盛り メ ニュ ーの導入、 食べ残し 削減の呼びか

け、 未利用食品の有効活用などを 促進し ます。 区は、 優良事例の共有や食べき り 協力店

制度の周知、 食品ロス削減に取り 組むメ リ ッ ト の発信を 通じ て、 家庭と 事業者の双方に

よる食品ロス削減を 推進し ます。  

 

【今後の具体的な取組】 

① フードドライブの拡大 拡充 

フ ード ド ラ イ ブの常設窓口を 、 区有施設に

加え、 一部のコ ンビニエンススト ア及びスー

パーマーケッ ト にも 拡大し 、 区主催イ ベント

でも 臨時窓口を 設けています。 今後も 、 回収

機会の充実と 食品の提供先の拡大に向けて民

間事業者と の連携を 進め、 夜間や土日にも 利用し やすい受付体制の充実を図り ます。  

約 800ｔ削減に寄与 

（ｔ/年） 
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② 企業版フードドライブの展開 継続 

企業から 排出さ れる災害備蓄食料等の未利用食品や食品廃棄物（ 事業系廃棄物） につ

いて、 相談内容に応じ てフ ード バンク を 紹介し ています。 食品を 提供し たい企業と 食品

を 必要と する施設（ 子ども 食堂、 フ ード バンク 等） を つなぐ マッ チング機能の確保につ

いて検討し ます。 必要な支援を 検討すると と も に、 既存のフ ード バンク と の連携を 継続

し ます。  

 

③ 企業や大学等教育機関と連携した啓発 継続 

こ れまで、 食品ロス削減を 推進するこ と を 目的と し た連携協定に基づき 、 食品ロスに

なり がち な食材を 活用し た「 スイ ーツレ シピ コ ンテスト 」 や「 親子向けエコ 料理教室」

等を 開催し 、 食品ロス削減の普及・ 啓発に取り 組んでき まし た。 今後も 、 企業を含めさ

まざまな機関と 連携し た食品ロ スの効果的な削減方法に関する学習・ 啓発の機会を 充実

さ せます。   

 

④ 食べきり協 店の拡充と取組支援 継続 

食べ残し を減ら す取組を 行う 飲食店・ 宿泊施設等を 登録・ 紹介する「 食べき り 協力店」

の拡充に向け、 食べ切れなかっ た料理を「 お客様の自己責任で」 持ち帰る取組を飲食店

等が積極的に導入でき るよう 、 環境省が提唱する「 ｍｏ ｔ ｔ Ｅ Ｃ Ｏ 」（ 愛称： モッ テコ ）

を 実施するｍｏ ｔ ｔ Ｅ Ｃ Ｏ 普及コ ンソ ーシアムへの加入と 飲食店等への支援を 検討し ま

す。 また、 引き 続き 登録店の拡充と 優良事例の発信を 進め、 事業者と 消費者双方の食品

ロス削減を促進し ます。  

 

⑤ 食品ロス削減ハンドブックを活用した事業者への啓発 継続 

生ごみの減量方法、 ド ギーバッ グやフ ード シェ アリ ン グアプリ の活用事例などをまと

めた「 食品ロス削減ハンド ブッ ク 」 を 作成し 、区ホームページで公開し ています。また、

事業用大規模建築物への立入検査時に配布するなど、 事業者への周知・ 啓発に活用し て

います。 今後も 、 冊子やデータ を 効果的に活用し 、 区内飲食店や食品小売店等への普及

を 進めます。  

 

 

⑥ 食品ロス削減月間と食品ロス削減の日における普及･啓発 継続 

区民の食品ロスの削減に関する理解と 関心を深めるため、10 月の「 食品ロス削減月間」

や 10 月 30 日の「 食品ロス削減の日」 に、「 食べき り 協力店」 を はじ めと し た区内事業者

と 連携し 、 普及・ 啓発キャ ンペーンを 実施し ます。  

 

⑦ 食品廃棄物リサイクルの促進 継続 

事業者が排出する食品廃棄物のリ サイ ク ル（ 肥料化、 飼料化、 ガス化等） を 促進する

ため、 品目や事業者の規模等に応じ て、 事業者のニーズに合っ た食品廃棄物のリ サイ ク

ル事業者を紹介し ます。  
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【取組の効果】 

未利用食品の廃棄や食べ残し の削減を 促すこ と で、 家庭から の食品ロス発生量を 削減

し 、 グラ フ に示す目標値の達成を めざし ます。  

 

 

  

5.3ｇ削減に寄与 

（ｇ/人・日） 
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港区食品ロス削減推進計画の独自指標 

■ 食品ロス削減に向けた独自指標 

食品ロス削減には、 区民・ 事業者の行動・ 意識の変化が不可欠です。 食品ロス削減のための

行動や意識がどのよう に変化し たかを 把握するため、「 港区食品ロ ス削減推進計画」 の独自指

標を設定し ます。  

 

■ 区民向け食品ロス削減 

 

区民の食品ロスに関する認知度 

Ｑ ． あなたは、 食品ロスと いう 言葉を知っ ていますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

55.8%

42.8%

1.2%
0.2%

知っているし、深刻な 題と考えている

知っているし、 味も かる

言葉は聞いたことがあるが、 味は知らない

知らない

80.0%

令和７年度基礎調査結果 目標 

「 知っ ているし 、 深刻な問題と  

考えている」 の回答を 80%に 
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区民の食品に対する普段の行動 

Ｑ．あなたの食品に する普段の行動について伺います。 

 

 

■ 事業者向け食品ロス削減 

 

事業者の食品廃棄物削減の取組状況 

Ｑ ． 食品廃棄物削減のため、 事業所で取り 組んでいるのはどのよう なこ と ですか？ 

 

 

51.2

35.9

17.0

51.0

53.6

47.3

43.3

61.6

44.1

46.2

45.4

40.2

41.8

46.2

50.4

34.6

3.4

14.7

29.1

6.0

3.5

5.1

5.0

2.7

1.3

3.2

8.5

2.8

1.1

1.4

1.3

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

冷蔵庫等の中の食品を確認してから、食品を買う

ようにしている

毎日、必要な食品を必要な だけ買うようにして

いる

消費期限又は賞味期限までの期間が短い食品を購

入（手前どり）している

賞味期限を過ぎた食品は、食べられるか否かを自

 で判断して、食べるようにしている

調理の際には、食べきれる の量を調理するよう

にしている

調理の際には、食 を使いきるようにしている

冷蔵庫の中の食 を、把握している

食事の際には、食べ残しをしないようにしている

常に行う ある程度行う

25.6

9.3

25.6

4.7
2.3

4.7

48.8

7.0

0

10

20

30

40

50

60

小盛りメニューの導入 ポスター等による食べ残し削減の呼びかけ

持ち帰りの推奨 食べ残し食品の堆肥化等のリサイクル

未使用食品のリサイクルの実施 食品ロス削減マッチングアプリの活用

特にない その他

「 常に行う 」 の回答を 80%に 

「 特にない」 の 

回答を 20％以下に 

 

 

（％） 
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Ｑ ． 宴会での食べ残し を 減ら すために、 取り 組んでいるこ と はあり ますか？ 

 

 

食べきり協 店登録制度の認知度 

Ｑ ． 区の“ 食べき り 協力店” の登録制度を 知っ ていますか？ 

 

 

 

  

12.5

4.2

27.1

58.3

12.5

0

10

20

30

40

50

60

70

苦手食 を聞き、他の食 に替えている

ポスター等で注 喚起している

注文を受ける際に、料理の量をあらか  伝えるようにしている

特に何もしていない

その他

7.7%

92.3%

知っていた 知らなかった

80.0%「 知っ ていた」 の回答を 80%に 

令和７年度基礎調査結果 目標 

「 特に何も し ていない」  

の回答を 20％以下に 

 

 

（％） 
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（４） 資源回収の拡大 

区では、 集積所での資源プラ スチッ ク 、 古紙、 びん、 缶、 ペッ ト ボト ルを 回収し てい

るほか、 区有施設に回収ボッ ク スを 設置し て使用済み小型家電製品、 リ チウムイ オン充

電池、 古着、 廃食用油などを 集める「 拠点回収」、 不燃ごみや粗大ごみに含まれる金属類

などの資源を 選別する「 ピッ ク アッ プ回収」 や、 まだ使える 木製家具を 無料で引き 取り

安価で販売する「 家具のリ サイ ク ル展」 など、 多様な手法により 資源回収の機会を 広げ

てき まし た。  

一方で、 可燃ごみの中には、 紙類、 プラ スチッ ク 類など、 資源化可能なも のが依然と

し て混入し ています。  

回収品目の拡大と 可燃ごみ・ 不燃ごみ・ 粗大ごみ量の削減の促進に向け、 区民ニーズ

や回収手法及び再資源化の実現性、 処理先の確保などについて引き 続き 検討すると と も

に、 回収拠点の拡充、 イ ベント 回収の活用、 不燃ごみや粗大ごみから の資源回収など、

既存施策の拡充に取り 組みます。  

また、 資源と し て出せる品目や排出方法の分かり やすい周知や回収し た資源がどのよ

う に再利用・ 再資源化さ れているのかを 積極的に発信し て、 区民が「 分別が資源循環に

つながっ ている」 と 実感でき る周知を 進め、 区民の主体的な分別行動の促進と 、 資源回

収の拡大・ 資源化率の向上を図り ます。  

 

【今後の具体的な取組】 

① 古着の拠点回収の拡大 拡充 

可燃ご みに多く 含ま れて いる

「 古着」 の資源回収と リ ユース機

会を 拡充するため、 引き 続き 回収

拠点の増設を 図ると と も に、 特に

需要のある 子ど も 服の回収強化

を 図り ます。 また、 回収し た古着

の選別等に当たっ ては、 障害者就

労支援施設やシ ルバー人材セ ン

タ ー等と の連携を検討し ます。  

 

② 陶磁器類のリサイクル促進とおもちゃのリユース 継続 

陶磁器・ ガラ ス類のリ ユース及びリ サイ ク ルを 行う ため、 拠点回収と 不燃ごみから ピ

ッ ク アッ プし 、 リ ユースでき るも のは区民等へ提供し 、 リ ユースでき ないも のは土木資

材や再生食器にリ サイ ク ルし ています。回収し た陶磁器・ ガラ ス類の選別に当たっ ては、

障害者就労支援施設やシルバー人材センタ ー等と の連携を検討し ます。  

また、 区有施設等の拠点で回収するおも ちゃ 等についても リ ユースの機会拡大に向け

強化を図り ます。  

 

③ その他再生可能紙の資源回収促進 継続 

その他再生可能紙の資源回収を 促進するため、 区では、 雑紙と 言われる新聞、 段ボー
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ル、 紙パッ ク 、 雑誌を 除く リ サイ ク ル可能な紙類は、 雑誌に挟むか、 紙袋に入れて集積

所に出すこ と ができ 、 排出の負担軽減を 図っ ています。 また、 集団回収でも 、 その他再

生紙を含む古紙の回収量に応じ て集団回収実践団体に報奨金を交付し 、 分別意識の向上

と 回収量の増加を図り ます。  

 

④ 使用済み紙おむつのリサイクル 継続 

使用済み紙おむつについて、 企業によるリ サイ ク ル技術の進展等を 注視し ながら 、 環

境省の「 使用済おむつの再生利用等に関するガイ ド ラ イ ン（ 令和８（ 2026） 年４ 月改定）」

を 参考に、 民間リ サイ ク ル施設の確保、 実現可能な収集・ 運搬体制、 各家庭から の排出

方法や排出者への配慮など想定さ れる 課題について、 回収及びリ サイ ク ルの実現に向け

た情報収集・ 検討を 進めます。  

 

⑤ 厨芥ごみのリサイクル 継続 

家庭から 排出さ れる可燃ごみの約４ 分の１ を 占める厨芥ごみ（ 生ごみ） について、 国

や他団体の動向、 企業によるリ サイ ク ル技術の進展等を 注視し ながら 、 民間リ サイ ク ル

施設の確保、 実現可能な収集・ 運搬体制、 各家庭から の排出方法や排出者への配慮など

の想定さ れる課題について、 回収及びリ サイ ク ルの実現に向けた情報収集・ 検討を 進め

ます。 また、 生ごみ処理機の購入費助成や段ボールコ ンポスト 講座を 通じ 、 厨芥ごみの

減量と リ サイ ク ルの普及・ 啓発を 実施すると と も に、 既に一部地域で実施し ているコ ミ

ュ ニティ コ ンポスト など、 官民連携の取組の充実を図り ます。  

 

⑥ 拠点回収から集積所回収への移行 継続 

区有施設で拠点回収を 行っ ている使用済み乾電池、 ペッ ト ボト ルキャ ッ プなどについ

て、 回収実績やニーズ、 費用対効果などを踏まえ、 より 利便性の高い集積所回収への移

行を 検討し ます。  

 

⑦ 障害者就労支援施設との連携強化 継続 

不燃ごみ等から 回収し た電化製品のコ ード やケーブルを銅線と ビニールに仕分ける剥

離及び、 携帯電話やおも ちゃ の分解・ 選別業務や、 フ ード ド ラ イ ブで回収し た未利用食

品の仕分け及び食品を 必要と する団体等と のマッ チング等業務を 、 引き 続き 障害者就労

支援施設に業務委託するこ と で障害者の就労を 支援し ます。 今後も 、 安全性と 業務への

適合性が確保でき る業務での連携を 推進し ます。  

 

⑧ 家具のリサイクル展の充実 継続 

港資源化センタ ー内で開催し ている「 家具のリ サイ ク ル展」 では、 休館日の日曜日に

年５ 回臨時開館するほか、 地域の掲示板サイ ト に商品を掲載し 、 利用者の利便性向上と

家具のリ ユースを促進し ています。引き 続き 、開催方法や情報発信を工夫すると と も に、

リ ユース可能な良質の木製家具が粗大ごみと し て廃棄さ れないよう 、 回収を 強化し 「 家

具のリ サイ ク ル展」 での取扱量を 拡大し ます。  
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28.4%

40.0%

0

10

20

30

40

50

令和7年度 令和14年度

数値目標② 資源化率の向上目標

実績 向上目標

【取組の効果】 

普及・ 啓発を 推進すると と も に、 資源と し て再利用可能なも のの回収を 強化するこ と に

より 、 グラ フ に示す目標値の達成を めざし ます。  

 

 

 

 

  

 

 

  

  

 

 

 

 

（５） 持続可能な集団回収制度の構築 

区では、 こ れまで集団回収団体への報奨金の交付や作業補助資器材の貸出し 、 古紙価

格の変動に対応するための回収業者への助成など、 制度を支えるための支援を行っ てき

まし た。 また、 集団回収の品目に小規模事業者が排出する古紙も 追加し 、 区民と 事業者

が連携し た資源再利用運動が可能と なっ ています。  

一方で、 紙類の発生量の減少、 単身世帯や集合住宅の増加、 地域活動の担い手不足な

ど、 集団回収を 取り 巻く 状況は変化し ています。 今後は、 ラ イ フ スタ イ ルや地域コ ミ ュ

ニティ の変化を 踏まえ、 活動団体や回収業者が継続し やすく 、 区民が参加し やすい仕組

みづく り を 進める必要があり

ます。  

区は、 既存団体への支援、

手続の分かり やすさ の向上、

小規模事業者やマンショ ン 管

理組合等への参加促進、 回収

業者と の連携強化を 図る と と

も に、 集団回収によ る 資源循

環の効果を 分かり やすく 発信

し 、 持続可能な集団回収制度

の構築を 進めます。  

 

【今後の具体的な取組】 

① 集団回収実践団体に対する報奨金の見直し 継続 

資源回収への地域住民の参画を 促進し 、 資源回収量の拡大を 図るため、 可燃ごみと し

て多く が焼却処分さ れている古紙・ 布類を中心に、 集団回収実践団体に対する 報奨金の

約 12 ポイント向上に寄与 

（％） 
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4,607
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0
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4000
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令和7年度 令和14年度

取組指標⑤ 集団回収による資源回収量 年間量の目標

実績 維持目標

単価を状況を 踏まえて見直し 、分別意識の向上と 集団回収実践団体の活動を 支援し ます。 

 

② 古紙価格の変動に対応した回収業者への支援 継続 

古紙価格の下落時にも 集団回収を 安定し て継続でき る よう 、 集団回収のネッ ト ワーク

を 支える 古紙回収事業者の経営を 支援するため、 助成を 行っ ています。 今後も 古紙価格

の動向を 注視し 、 回収事業者に対する安定的な支援を 継続し ます。  

 

③ 回収事業者登録制度の維持 継続 

適正かつ円滑に集団回収を 実施でき る 回収事業者の登録制度により 集団回収実践団体

が安心し て事業者を 選択でき る環境整備と 、双方のマッ チング支援につながっ ています。

今後も 登録を 希望する事業者の登録を 随時受け付け、 事業者リ スト を 区ホームページに

更新・ 公開し ます。  

 

④ 小規模事業者と集団回収実践団体のマッチング 継続 

小規模事業者（ 中小企業基本法上の小規模企業者） による古紙リ サイ ク ル及び地域貢

献促進のため、「 集団回収の手引き 」 や区ホームページを 活用し 、 小規模事業者が地域の

集団回収活動に参加でき る制度を 周知し ています。 また、 小規模事業者から 相談があっ

た場合は、 近隣の集団回収実践団体を 紹介するなど、 個別の状況に応じ て対応し ていま

す。 今後も 商店街や中小企業団体等に対する 制度の周知を継続し 、 小規模事業者と 集団

回収実践団体の円滑なマッ チングを図り ます。   

     

  【取組の効果】 

区民の自主的な資源回収活動を 支え、集団回収による資源回収量の増加を 図るこ と で、

グラ フ に示す目標値の達成をめざし ます。  

 

  

約 400ｔ向上に寄与 

（ｔ/年） 
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（６） 安全・安心・便利な清掃事業の運営と収集サービスの改善 

区では、 資源・ ごみの収集運搬に加え、 集積所での分別や排出方法に関する相談、 不

適正排出への指導などを 通じ て、 清潔で快適な生活環境の確保に取り 組んでき まし た。

また、 繁華街における早朝収集や、 高齢者、 障害者、 妊産婦等で構成する世帯への戸別

訪問収集、 粗大ごみの運び出し 収集など、 地域特性や区民の生活状況に応じ た収集サー

ビスを実施し ています。 今後も 、 高齢者や障害者、 子育て部門など福祉部門と 連携し て

ニーズを 把握し ながら 、 サービスの向上を 図っ ていく 必要があり ます。  

また、 人口増加、 集積所の分散化、 夏季の猛暑などにより 収集業務の困難性が増すこ

と が想定さ れるため、 職員の安全確保、 交通事故や作業中の事故防止、 職員研修の充実

に取り 組みます。  

さ ら に、 リ チウムイ オン 電池などの小

型充電式電池がごみや資源に混入する こ

と によ る 清掃車両や処理施設の火災を 防

ぐ ため、 危険物の正し い出し 方を 分かり

やすく 周知し ます。あわせて、持続可能な

収集運搬体制を 構築する ため、 収集ルー

ト の見直し やＩ Ｃ Ｔ ・ Ａ Ｉ などのデジタ

ル技術の活用を 検討し 、安全・ 安心・ 便利

な清掃事業の運営と 収集サービ スの改善

を 進めます。  

 

【今後の具体的な取組】 

①  福祉部門と連携した戸別訪問収集・粗大ごみ運び出しサービス 継続 

戸別訪問収集・ 粗大ごみ運び出し サービスの対象に、 指定難病・ 特定疾病に罹患し て

いる方、 妊婦、 １ 歳未満の子ども を養育するひと り 親世帯を追加し まし た。  

引き 続き 福祉部門と 連携し 、 高齢者や障害者、 子育て世帯など資源・ ごみ出し に負担

を 抱える区民を 支援し 、 誰も が利用し やすい収集サービスの提供を 推進し ます。  

 

② 集積所の分散化への対応 継続 

ごみ集積所の設置・ 移設・ 廃止に関する相談に対し 、 利用住民間の意向確認や合意形

成、 申請手続までの流れを 案内し ています。 各戸収集には分別促進や集積所管理の負担

軽減等の利点がある一方、 収集コ スト の増加等の課題があり ます。 今後も 他自治体の動

向を 注視し 、 利点と 課題の両面から 各戸収集について調査・ 研究し ます。  

 

③ 繁華街における早朝収集の実施 継続 

一部繁華街では、 街の美観維持や通勤・ 通学時間帯への影響軽減のため、 早朝収集を

実施し ています。 事業系ごみが回収前にカ ラ スなどによっ て散乱する事例があるため、

今後も 早朝収集を継続し ます。  
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④ 繁華街におけるマナー啓発 継続 

繁華街で不適正排出の通報があっ た際は、 現地を 確認し 、 排出者を 特定でき た場合に

は適正な排出方法を 指導し ています。 事業系ごみの散乱防止には、 排出事業者のマナー

向上が引き 続き 必要です。 今後も 集積所のパト ロールを 実施し 、 関係部署と 連携し なが

ら 個別指導と 啓発を 継続し ます。  

 

⑤ 危険物等の適正排出の徹底 拡充 

令和７ （ 2025） 年９ 月から 開始し たリ チウムイ オン

電池等の集積所回収を 着実に実施する と と も に、 発火

などのおそれがある廃棄物の適正な分別・ 排出の徹底

に向けた周知啓発を 強化し 、 収集・ 運搬及び処理の各

段階における火災事故等の防止を 図り ます。  

 

⑥ 各種手続のＩＣＴ化推進 継続 

粗大ごみ収集の申込みをはじ めと する 各種手続について、 Ｉ Ｃ Ｔ の活用を推進し 、 区

民や事業者の利便性向上を図り ます。 また、 オンラ イ ン手続の充実や情報発信の強化に

より 、 誰も が利用し やすい行政サービスの実現を めざし ます。  

 

⑦ 粗大ごみ収集の待ち時間短縮 継続 

粗大ごみ収集の混雑を 解消するため収集車両を 増車し 、 申込みから おおむね２ 週間で

収集でき る体制を 整えまし た。 今後も 、 申込状況に応じ た収集体制の確保と 運用改善に

取り 組みます。  

 

⑧ 先端技術を活用した清掃事業の安全性の向上と効率化 拡充 

Ａ Ｉ やＩ ｏ Ｔ 、 デジタ ル技術等の先端技術を 活用し 、 収集・ 運搬業務の効率化や安全

性の向上を推進し ます。 また、 収集実績や問合せデータ 等を 活用し た業務改善を 図り 、

限ら れた人員の中でも 安定的かつ持続可能な清掃事業を 実現し ます。  

 

⑨ 港資源化センターの設備更新・長寿命化 継続 

港資源化センタ ーの老朽化し たびん・ 缶の中間処理設備について、 令和４ （ 2022） 年

度に更新工事を 実施し まし た。 今後は、 更新し た設備の安定稼働を 確保する ため、 適切

な点検・ 維持管理を 継続し 、 作業能率と 処理品質の維持向上を図り ます。  

 

    ⑩ 在宅医療廃棄物の適正処理 新規 

     高齢化の進展や在宅医療の普及に伴う 在宅医療廃棄物の増加を 見据え、 薬剤師会や医

療機関等の関係機関と の連携を 図り ながら 、 適正処理に関する普及啓発を推進すると と

も に、 注射針等の処理困難物の持続可能な回収体制の確保に取り 組みます。  

 

⑪ 荒天時や感染症流行期の収集体制の確保 継続 

台風や感染症の流行などの非常時にも 適切に判断・ 対応でき るよう 、 必要な人員・ 車

両の確保や収集中止時の区民周知など、 対応体制の整備を進めます。  
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    ⑫ 収集業務の安全確保 拡充 

     近年の猛暑の常態化や集積所の分散化などにより 、収集業務に伴う 熱中症、交通事故、

労働災害等のリ スク が高まっ ています。 区は、 職員の安全と 健康を 確保する ため、 熱中

症対策の徹底、 安全運転意識の向上を 推進し ます。 安全パト ロールや研修等を通じ て事

故防止の取組を 継続すると と も に、 計画的な保護具や被服、 資機材の更新を 進め、 安全

で持続可能な収集運搬体制を構築し ます。  

 

⑬ 家庭ごみの有料化に向けた課題整理 継続 

家庭ごみの有料化については、 排出抑制や負担の公平化等の効果が期待さ れる一方、

不法投棄や区民負担等の課題があり 、 港区単独ではなく 23 区全体での検討を 進めます。 

 

（７） 災害等への対応力の向上 

近年の大規模災害の教訓を 踏まえ、 災害時においても 清掃業務を安定的に継続し 、 区

民の衛生的な生活環境を 確保するための備えを強化する必要があり ます。 災害時には、

通常の生活ごみに加え、 片付けごみや建物の損壊に伴う 廃棄物など、 大量の災害廃棄物

が発生するこ と が想定さ れます。  

区は、「 港区災害廃棄物処理基本方針」 に基づき 、 平常時から 特別区を はじ めと する協

定締結自治体、 東京都、 東京二十三区清掃一部事務組合、 民間事業者、 関係団体等と の

連携を進めます。 あわせて、 発災時における 収集運搬ルート の確保、 仮置場の開設・ 運

営、 災害廃棄物の分別・ 保管・ 搬出、 処理先の確保などについて具体的な対応手順を 整

理し 、 訓練や研修を 通じ て職員の対応力向上を図り ます。  

また、 災害時には、 平常時と 異なるご

みの出し 方や排出場所と な る 場合があ

るため、 区民への情報発信やごみ排出ル

ールの周知を 充実さ せま す。 発災時に

は、 区ホームページ、 Ｓ Ｎ Ｓ 、 防災情報

メ ール、 地域団体等を 通じ て必要な情報

を 迅速に発信し 、 円滑な清掃事業の運営

につなげます。  

こ れら の取組により 、 区は、 災害時に

おいて も 安全で 衛生的な 生活環境を 確

保で き る 廃棄物処理体制の構築を 進め

ます。  

 

【今後の具体的な取組】 

    ① 港区災害廃棄物処理基本方針の推進 拡充 

近年の大規模災害においては、 災害廃棄物の発生量の迅速な把握、 仮置場の確保、 広

域処理体制の構築、受援体制の整備及び情報共有の重要性が改めて示さ れまし た。また、

デジタ ル技術を 活用し た被害状況の把握の必要性も 明ら かになっ ています。 港区におい
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ては、都心区と し ての地域特性や人口増加、集合住宅の増加等を 踏まえ、初動対応体制、

仮置場運営、 広域連携及びＤ Ｘ の活用等を 強化し 、 災害廃棄物の迅速かつ適正な処理体

制の更なる充実を図り ます。  

 

    ② 平時・災害時の区民周知 新規 

災害時の混乱を 最小限に抑え、 災害廃棄物を 迅速かつ適正に処理するため、 平時から

区民に対し 、 災害時のごみの分別方法や排出ルール、 仮置場の役割等について周知啓発

を 行います。 また、 集合住宅や外国人居住者が多い港区の特性を 踏まえ、 多様な区民に

分かり やすい情報提供を 推進すると と も に、 発災時に迅速な情報発信を 行う 体制を 整備

し ます。  

 

    ③ 関係機関との連携 継続 

     災害廃棄物の迅速かつ適正な処理を 実現するため、 協定締結団体を はじ めと する関係

機関と の連携を 強化し ます。 平時から 情報共有や訓練等を通じ て協力体制の実効性を 高

めると と も に、 発災時には人的・ 物的支援を 円滑に受けら れる受援体制を整備し 、 広域

連携による効率的な処理体制を 確保し ます。  

 

    ④ 風水害への備え 新規 

気候変動の影響により 激甚化・ 頻発化する風水害に備え、 浸水被害等によっ て発生す

る災害廃棄物への対応を 強化し ます。 特に地下施設や高層建築物が集積する 港区の地域

特性を踏まえ、 震災と 同様に関係機関と の連携や区民への情報提供体制を 充実さ せ、 迅

速な復旧・ 復興に資する災害廃棄物処理体制を確保し ます。  

 

    ⑤ 職員の対応 の向上 新規 

     訓練や研修に加え、 被災地域への応援派遣や他自治体と の人的交流を 通じ て、 災害対

応の実務経験を 有する職員の育成を 図り 、 発災時に迅速かつ的確に対応でき る体制を 強

化し ます。  

（８） 効果的な普及・啓発と環境学習の充実 

区では、 こ れまで広報紙、 区ホームページ、 リ ーフ レッ ト 、 イ ベント 等を 通じ て周知・

啓発を行っ てき まし たが、 区の施策について「 知ら ない」「 利用し たこ と がない」 と する

区民も 少なく あり ません。  

今後は、 制度やルールを伝えるだけでなく 、 区民や事業者の行動変容につながる情報

発信を強化し ます。 Ｓ Ｎ Ｓ 、 動画、 デジタ ルサイ ネージ等を 活用し 、 若い世代や転入者

にも 届き やすい発信を 進めると と も に、 ごみ分別や食品ロス削減の効果、 回収し た資源

の再利用先などを視覚的に分かり やすく 示し 、 資源循環の効果を 見える化し ます。  

また、 学校や地域イ ベント と 連携し た体験型環境学習を充実さ せ、 幼少期から 環境意

識を 育む取組を 進めます。 子ども を 通じ て家庭全体の意識向上を 図り 、 継続的な行動変

容につなげます。 さ ら に、 外国人住民や観光客、 来街者にも 分かり やすいよ う 、 多言語

での情報提供に加え、 イ ラ スト やピク ト グラ ムを 活用し た周知・ 啓発を 進めます。  

区は、 区民や事業者に対し 、 ごみを減ら し 資源を 循環さ せるこ と が、 清潔で快適な生
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活環境の維持や港区の魅力向上につながるこ と を 分かり やすく 発信し 、 地域への愛着や

誇り を育みながら 、 効果的な普及・ 啓発と 環境学習の充実を 図り ます。  

 

【今後の具体的な取組】 

①  ごみの減量・分別の徹底に向けた情報発信 拡充 

区民や事業者によるごみの減量と 分別の徹底を 促進するため、広報紙やホームページ、

Ｓ Ｎ Ｓ 等を活用し た情報発信を 行う と と も に、 Ａ Ｉ を 活用し 、 資源・ ごみの分別方法や

排出ルールを 分かり やすく 案内し ます。 また、 ごみ排出量や資源化量などの情報を 見え

る化し 、 取組成果や課題を区民・ 事業者と 共有するこ と で、 行動変容を 促進し ます。 多

様化・ 複雑化する分別ルールについて、 区民が必要な情報を 容易に取得でき る環境を 整

備し 、 適正排出の推進と 資源化率の向上を図り ます。  

 

② 清掃協 団体との連携強化 継続 

清掃協力団体と の連携を強化し 、 地域に根差し た環境美化活動や３ Ｒ の普及啓発を 推

進し ます。 あわせて、「 ３ Ｒ 推進行動会議」 を多様な主体が参画する協働の場と し て充実

さ せ、 今後も 団体間の連携や取組の創出・ 発展を 図り ます。  

 

③ 次世代を担う環境人材の育成 継続 

小学校低学年・ 高学年・ 中学生向けの環境

学習教材「 港区のごみと リ サイ ク ル」 の活用

や、 学校、 幼稚園、 保育園等での体験型環境

学習を通じ て、 子ども たちが環境問題を 自ら

の課題と し て捉え、 主体的に行動でき る力を

育みます。  

 また、 資源循環や食品ロス削減、 ごみ減量

な ど を 家庭で実践する 機会を 創出する こ と

で、 子ども から 保護者へ、 さ ら に家庭全体へ

と 環境配慮行動の輪を 広げます。  

 

④ ３Ｒに取り組む区民・事業者・団体の認証 継続 

みなと エコ ショ ッ プ認定制度やみなと 食べき り 協力店事業を はじ め、 ３ Ｒ の推進や食

品ロス削減に資する取組を実践する区民・ 事業者・ 団体を積極的に認定・ 発信し 、 先進

的な取組の共有や横展開を図るこ と で、 多様な主体の参画による地域ぐ るみの資源循環

の取組を 推進し ます。  

 

⑤ 区施設・イベント会場等での分別表示 拡充 

区施設やイ ベント 会場等における分かり やすい分別表示の充実を図ると と も に、 ちぃ

ばす車内での動画放映など多様な媒体を 活用し た情報発信を 推進するこ と で、 区民や来

街者の資源循環に対する理解を 深め、 日常生活や事業活動における適切な分別・ 排出行

動の定着を促進し ます。  
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⑥ 清掃車両のラッピング 継続 

清掃車両は、 日常的に区内を 巡回する こ と から 、 区民や来街者に対する効果的な情報

発信媒体と なり ます。 区は、 海洋プラ スチッ ク 問題や資源の適正分別、 ごみ減量、 脱炭

素化等に関するメ ッ セージを 掲載し たラ ッ ピ ング車両を 活用し 、 環境意識の向上と 行動

変容を促進し ます。  

 

⑦ 港資源化センター啓発動画の活用による情報発信 継続 

令和５ （ 2023） 年度に、 港資源化セン タ ーの中間処理工程と 資源分別を紹介する啓発

動画を作成し まし た。 現在は視察受入れ時の説明に活用する と と も に、 Ｙ ｏ ｕ Ｔ ｕ ｂ ｅ

で公開し ています。 今後も 視察や環境学習等で動画を 活用し 、 資源分別と 適正排出への

理解を促進し ます。  

 

⑧ 施設見学等を通じた国際協  継続 

区が有する廃棄物処理や資源循環に関する知見や技術について、 海外の自治体や関係

機関によ る施設見学の受入れや情報交換を通じ て共有し 、 資源循環分野における国際協

力を 推進し ます。  

 

【取組の効果】 

ごみの減量、 資源の分別、 食品ロス削減、 プラ スチッ ク の使用抑制などの行動を区民・

事業者の日常に定着さ せ、 分別意識の高い水準を 維持・ 向上さ せるこ と で、 グラ フ に示

す目標値の達成及び継続的な取組の推進を 図り ます。  
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５ 計画の進行管理 

本計画の進行管理に当たっ ては、 港区環境審議会において、 毎年、 区が実施･展開し ている

施策の進捗を 確認・ 評価し ていき ます。  

基本理念及び基本方針に基づき 、 区民・ 事業者・ 区の各主体がそれぞれの責任と 役割を 認

識し て、 主体的にごみの減量・ 資源化に取り 組むと と も に、 数値目標の達成に向けた各主体

の意識改革や行動変容を 促すため、 それぞれの取組の進捗状況や目標の達成状況等を 区ホー

ムページでの公表や清掃協力団体への情報提供などにより 広く 周知し ます。  

 

本計画の進行管理の流れ 

Ｐｌａｎ 

計画の策定 
→ 

Ｄｏ 

施策の実行 
→ 

Ｃｈｅｃｋ 

進捗確認・評価 
→ 

Ａｃｔ 

見直し 

基本理念・基本方針に

基づき、施策 数値目

標を定 ます。 

  区民・事業者・区がそれ

ぞれの役割に基づき、

施策を実行します。 

  港区環境審議会におい

て、毎年、進捗状況 目

標達成状況を確認・評

価します。 

  評価結果を踏まえ、必要

に応 て施策 周知方 

を見直します。 

 

確認する数値目標項目 

数値目標 

① 区収集ごみ量 

② 資源化率 

③ 持込ごみ量 

取組指標 

① 総排出量 

② 可燃ごみへの資源混入割合 

③ 食品ロス発生量 

④ プラスチック排出量 

⑤ 集団回収による資源回収量 

⑥ 再利用計画書上の再利用率 

⑦ 温室効果ガスの排出量 

 

 


